
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　携帯者に装着されるとともに、携帯者の身体行動データから運動パターンを推定するた
めの健康管理用装置であって、
　前記携帯者における所定部分の少なくとも１つの方向の加速度（Ｇ）及び角速度（ω）
を、前記身体行動データとして検出するための運動センサと、
　当該加速度（Ｇ）及び角速度（ω）、あるいはいずれか一方の周期性を抽出して歩数デ
ータを算出するための識別手段と、を備えるとともに、
　前記検出した身体行動データと照合するためのマッピングデータであって、予め作成し
た［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータを備え
ることを特徴とする健康管理用装置。
【請求項２】
　外部計算機への身体行動データの送信手段をさらに含むことを特徴とする請求項１に記
載の健康管理用装置。
【請求項３】
　前記身体行動データに対して、アナログ的にノイズの低減処理するためのバンドパスフ
ィルタ及びローパスフィルタ、あるいはいずれか一方のフィルタを備えることを特徴とす
る請求項１又は２に記載の健康管理用装置。
【請求項４】
　前記身体行動データに対して、さらにデジタル的にノイズの低減処理するためのデジタ
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ルフィルタを備えることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の健康管理用装
置。
【請求項５】
　制御回路のクロック周波数を０．０１～５ＭＨｚの範囲内の値とすることを特徴とする
請求項１～４のいずれか一項に記載の健康管理用装置。
【請求項６】
　前記角速度（ω）を検出する動作を、所定時間あるいは任意期間停止するためのスリー
プ機能を備えることを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の健康管理用装置。
【請求項７】
　前記マッピングデータを複数備え、前記身体行動データとの照合前に、いずれか一つの
マッピングデータを携帯者が予め選択することを特徴とする請求項１～６のいずれか一項
に記載の健康管理用装置。
【請求項８】
　前記マッピングデータを複数備え、前記身体行動データと同期させて、当該マッピング
データを自動的に選択することを特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の健康管
理用装置。
【請求項９】
　前記角速度（ω）から、前記携帯者の運動パターンの歩幅／身長データを推定すること
を特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載の健康管理用装置。
【請求項１０】
　別途入力された身長データを加味することにより、前記携帯者の運動パターンの歩幅／
身長データから、前記携帯者の運動パターンの歩幅を算出することを特徴とする請求項９
に記載の健康管理用装置。
【請求項１１】
　前記携帯者の運動パターンの歩幅と、前記運動センサによって測定された歩数データと
から、歩行速度を算出することを特徴とする請求項１０に記載の健康管理用装置。
【請求項１２】
　前記携帯者の運動パターンにおける平均消費カロリーを算出することを特徴とする請求
項１～１１のいずれか一項に記載の健康管理用装置。
【請求項１３】
　前記携帯者が所定重量の荷物を携帯している場合には、当該荷物の重量を携帯者の体重
に加算して、前記運動パターンにおける平均消費カロリーを算出することを特徴とする請
求項１～１２のいずれか一項に記載の健康管理用装置。
【請求項１４】
　前記携帯者の心拍数、心拍間隔、血圧、血流速、酸素消費量、血糖値及び体温の少なく
とも一つを測定するセンサをさらに備えることを特徴とする請求項１～１３のいずれか一
項に記載の健康管理用装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は健康管理用装置に関する。より詳しくは、携帯者の運動パターンを精度良くか
つ効率的に推定することにより、携帯者の健康管理を効率的に支援するための健康管理用
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人体に運動センサを装着して身体の運動を検出し、その運動パターンと大きさから運動
の種類と強度を推定し、消費カロリー等を算出して健康維持のデータとする方法は、下記
文献に開示されているように、従来広く知られている。
　例えば、携帯型情報処理装置の運動検出部が、加速度センサ（直交３軸の各軸方向の加
速度波形を検出）と、ジャイロ（直交３軸の各軸回りの回転角速度波形を検出）とを備え
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、行動認識部において携帯者の行動パターンを特定し、その結果を表示部に表示する技術
である（例えば、特許文献１）。
　また、利用者が携帯端末を身につけ、その加速度から利用者の運動量を自動計測し、摂
取カロリー等関連情報と共にデータを外部のセンタコンピュータに電話回線を用いて送信
する技術である。そして、送信されたデータを分析して、健康診断を行い、その診断結果
を携帯端末に返送する技術である。なお、携帯端末としては、データを保存し、利用者の
要求に応じて表示する機能を有しており、当該携帯端末を利用者の腰部に装着した例が図
示されている（例えば、特許文献２）。
【特許文献１】特開平１０－２４０２６号公報（特許請求の範囲）
【特許文献２】特開平１０－２９５６５１号公報（特許請求の範囲）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、特許文献１では、携帯者の身体のどの部位にどのように加速度や角速度
のセンサを装着すべきかについての言及がされていないし、検出波形から如何にして携帯
者の行動パターンを特定できるのかが明らかではない。
　また、特許文献２では、腰部への装着が例示されているが、腰部で如何なる方向の加速
度を検出しそれをどのように用いて消費カロリーを算出するかが示されていない。また、
車椅子利用者や下肢拘束者がリハビリ中に、上体の動きを検出したい場合に供することが
できなかった。すなわち、従来技術においては必要な運動の形態を知るための運動センサ
の好適な使用方法や装置の形態を含む一貫した実用的な技術が肝心な部分でまだ確立され
ているとは言い難いと考えられる。
　さらに、携帯者の個人差で、腕振り動作が大きい場合や、ポケットに手を入れた状態で
、歩行している場合や、さらには荷物を運搬している場合等、携帯者の運動パターンを精
度良く推定できないという問題が見られた。
　一方、従来の携帯型情報処理装置は、加速度（Ｇ）及び角速度（ω）を含む身体行動デ
ータに対するノイズの低減処理のために、フーリエ変換を一般的に実施しており、処理工
程数が多くなるという問題が見られた。したがって、データ処理速度を高めるために、制
御回路のクロック周波数を大きくしなければならず、結果として、携帯型情報処理装置で
あるにもかかわらず消費電力が大きいという問題が見られた。
【０００４】
　そこで、本発明者等は、このような問題を鋭意検討した結果、運動センサによって計測
された［加速度（Ｇ）］及び［角速度（ω）］、並びに識別手段によって計測された［歩
数データ］のデータ処理方法を考慮するだけで、携帯者の個人差等によらず、運動パター
ンを精度良くかつ効率的に推定できることを見出したものである。
　すなわち、本発明は、予め作成した［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ
］からなるマッピングデータを利用して、携帯者の運動パターンを精度良くかつ効率的に
推定する実用的な健康管理装置（システム）を提供することを目的としたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明によれば、携帯者に装着されるとともに、携帯者の身体行動データから運動パタ
ーンを推定するための健康管理用装置であって、携帯者における所定部分の少なくとも１
つの方向の加速度（Ｇ）及び角速度（ω）を、身体行動データとして検出するための運動
センサと、当該加速度（Ｇ）及び角速度（ω）、あるいはいずれか一方の周期性を抽出し
て歩数データを算出するための識別手段と、を備えるとともに、検出した身体行動データ
と照合するためのマッピングデータであって、予め作成した［加速度（Ｇ）／角速度（ω
）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータを備えることを特徴とする健康管理用
装置が提供され、上述した問題を解決することができる。
【０００６】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、外部計算機への身体行動データの
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送信手段をさらに含むことが好ましい。
　すなわち、外部計算機を用いることにより、健康管理用装置の処理作業の一部を負担さ
せたり、より高度な処理を実施させたりすることが好ましい。
【０００７】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、身体行動データに対して、アナロ
グ的にノイズの低減処理するためのバンドパスフィルタ及びローパスフィルタ、あるいは
いずれか一方のフィルタを備えることが好ましい。
　なお、加速度（Ｇ）についてはバンドパスフィルタを用いてノイズの低減処理し、角速
度（ω）についてはローパスフィルタを用いてノイズの低減処理した後、それぞれ運動パ
ターンの周期性を判断することがより好ましい。
【０００８】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、身体行動データに対して、さらに
デジタル的にノイズの低減処理するためのデジタルフィルタを備えることが好ましい。
　すなわち、バンドパスフィルタ又はローパスフィルタを用いて、身体行動データをアナ
ログ的にノイズの低減処理した後、それをＡ／Ｄ変換し、さらにデジタルフィルタを用い
て、所定値以外のデータを急峻に削除するノイズの低減処理を実施することが好ましい。
【０００９】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、制御回路のクロック周波数を０．
０１～５ＭＨｚの範囲内の値とすることが好ましい。
　すなわち、データ処理数や処理工程の低下に伴い、制御回路のクロック周波数を所定範
囲内に制限することが好ましい。
【００１０】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、角速度（ω）を検出する動作を、
所定時間あるいは任意期間停止させるためのスリープ機能を備えることが好ましい。
　すなわち、角速度（ω）に関しては、運動センサにスリープ機能を備えて、例えば、加
速度（Ｇ）が所定値を超えた場合のみ、所定時間停止したり、複数の加速度（Ｇ）の測定
の合間の任意期間のみ停止したりすることが好ましい。
【００１１】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、マッピングデータを複数備え、前
記身体行動データとの照合前に、いずれか一つのマッピングデータを携帯者が予め選択す
る構成であることが好ましい。
　すなわち、例えば、携帯者が荷物を所有している場合と、荷物を所有していない場合に
分けて、［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ］からなる二つのマッピング
データを予め作成しておき、データ照合に際して、携帯者が選択したいずれかのマッピン
グデータを使用することが好ましい。
【００１２】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、マッピングデータを複数備え、身
体行動データと同期させて、当該マッピングデータを自動的に選択するように構成してあ
ることが好ましい。
　すなわち、例えば、携帯者が老人であって、リハビリテーションを目的として、軽運動
を欲している場合や、携帯者が青年であって、激しいフィジカルトレーニングを目的とし
て、重運動を欲している場合にそれぞれ対応して、測定される身体行動データと同期させ
て、予め作成された複数のマッピングデータのいずれかを自動選択して使用することが好
ましい。
【００１３】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、角速度（ω）から、携帯者の運動
パターンの歩幅／身長データを推定できる構成であることが好ましい。
　すなわち、所定条件下、角速度（ω）と、携帯者の歩幅／身長データと、が比例するこ
とが判明しており、それを利用して携帯者の歩幅／身長データを推定することが好ましい
。
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【００１４】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、別途入力した身長データを加味す
ることにより、携帯者の運動パターンの歩幅／身長データから、携帯者の歩幅を算出でき
る構成であることが好ましい。
　すなわち、所定条件下、携帯者の歩幅／身長データが推定できることから、別途判明し
ている身長データの情報を加味して、携帯者の歩幅を算出することが好ましい。
【００１５】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、携帯者の歩幅と、加速度（Ｇ）及
び角速度（ω）、あるいはいずれか一方の周期性を抽出して算出された歩数データと、か
ら歩行速度を算出できる構成が好ましい。
　すなわち、所定条件下、携帯者の歩幅が算出できることから、別途測定される歩数デー
タの情報を加味して、携帯者の歩行速度を算出できる構成が好ましい。
【００１６】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、携帯者の運動パターンにおける平
均消費カロリーを算出できる構成であることが好ましい。
　すなわち、推定された運動パターンと、それに対応して別途定められる運動係数等から
、携帯者の運動パターンにおける平均消費カロリーを算出できる構成が好ましい。
【００１７】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、携帯者が所定重量の荷物を携帯し
ている場合には、当該荷物の重量を携帯者の体重に加算して、運動パターンにおける平均
消費カロリーを算出できる構成が好ましい。
　すなわち、推定された運動パターンと、それに対応して別途定められる運動係数等から
、携帯者が所定重量の荷物を携帯している場合であっても、平均消費カロリーを正確に算
出できる構成が好ましい。
【００１８】
　また、本発明の健康管理用装置を構成するにあたり、携帯者の心拍数、心拍間隔、血圧
、血流速、酸素消費量、血糖値及び体温の少なくとも一つを測定するセンサをさらに備え
ることが好ましい。
　すなわち、携帯者の運動パターンにおける加速度（Ｇ）、角速度（ω）及び歩数データ
以外の身体行動データを、専用センサを備えて測定することが好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の健康管理用装置によれば、身体行動データと、予め作成した［加速度（Ｇ）／
角速度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータと、を照合することによっ
て、携帯者の運動パターンを精度良く推定することができる。
　また、携帯者の運動パターンを精度良く推定できることから、身体行動データの測定頻
度や測定時間等を少なくすることができる。したがって、データ処理数の減少に伴い、制
御回路のクロック周波数を低下させることが可能となり、結果として、健康管理用装置の
消費電力を低下させることもできる。
【００２０】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、外部計算機への身体行動データの送信手段を
さらに含むことにより、外部計算機に、健康管理用装置の処理作業の一部を負担させたり
、より高度な処理を実施させたりすることができる。
【００２１】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、身体行動データに対して、アナログ的にノイ
ズの低減処理するための特定のフィルタを備えることにより、健康管理用装置の省電力化
を有効に図ることができる。
　すなわち、一般的に従来実施してきたフーリエ変換法によるノイズの低減処理と異なり
、特定のフィルタ処理によるノイズの低減処理によれば、処理工程数を大幅に減少させる
ことができる。したがって、制御回路のクロック周波数を低減し、健康管理用装置の省電
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力化を有効に図ることができる。
　なお、携帯者の加速度（Ｇ）のセンシングについては、所定周波数領域のデータが必要
であることから、バンドパスフィルタを用いてノイズの低減処理し、携帯者の角速度（ω
）については所定周波数以下のデータが必要であることから、ローパスフィルタを用いて
ノイズの低減処理することにより、例えば、運動パターンにおける角速度（ω）等の周期
性を精度良く判断することができる。
【００２２】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、身体行動データに対して、さらにデジタルフ
ィルタを用いてノイズの低減処理することにより、健康管理用装置の省電力化を有効に図
ることができる。
　すなわち、特定のアナログフィルタによるノイズの低減処理のほかに、デジタルフィル
タを用いてノイズの低減処理を実施することにより、急峻に所望値を取り出すことができ
る。したがって、携帯者の運動パターンを精度良く推定することができる一方、省電力化
をさらに有効に図ることができる。
【００２３】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、制御回路のクロック周波数を所定範囲の値に
制限することにより、健康管理用装置の省電力化をさらに有効に図ることができる。
　すなわち、データ処理数や処理工程の低下に伴い、制御回路のクロック周波数を所定範
囲内に制限することができる。
【００２４】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、角速度（ω）の測定に関しては、スリープ機
能を備えて、運動センサを所定時間あるいは任意期間停止させることにより、健康管理用
装置の省電力化を有効に図ることができる。
　すなわち、角速度（ω）の測定に関しては、健康管理用装置の消費電力が、加速度（Ｇ
）のそれの約１００倍に及ぶという事実がある。したがって、健康管理用装置にスリープ
機能を備えて、角速度（ω）の検知を所定時間停止したり、任意期間停止したりすること
により、健康管理用装置の省電力化を有効に図ることができる。
【００２５】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数
データ］からなる複数のマッピングデータを備えることにより、携帯者の運動パターンを
さらに精度良く推定することができる。
　すなわち、携帯者の動作が制限された状態で運動する場合には、運動パターンの推定精
度が低下する場合がある。したがって、例えば、携帯者が荷物を所有している場合には、
それに対応して、複数のマッピングデータを予め作成しておき、データ照合に際して、携
帯者が選択したいずれかのマッピングデータを使用することにより、携帯者の運動パター
ンを精度良く推定することができる。
【００２６】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、マッピングデータを複数備え、身体行動デー
タと同期させて、当該マッピングデータのいずれかを自動的に選択することにより、携帯
者の運動パターンをさらに精度良く推定することができる。
　すなわち、携帯者の種類や要求に対応して、測定される身体行動データと同期させて、
予め作成された複数のマッピングデータのいずれかを自動選択することにより、携帯者の
運動パターンをさらに精度良く推定することができる。
【００２７】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、角速度（ω）から、携帯者の歩幅／身長デー
タを推定することにより、携帯者の運動パターンをさらに精度良く推定することができる
。
　すなわち、所定条件下、角速度（ω）と、携帯者の歩幅／身長データと、が比例するこ
とから携帯者の歩幅／身長データを精度良く算出し、それを利用して、携帯者の運動パタ
ーンをさらに精度良く推定することができる。
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【００２８】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、別途入力された身長データを加味することに
より、携帯者の運動パターンの歩幅／身長データから、携帯者の運動パターンの歩幅を算
出し、携帯者の運動パターンをさらに精度良く推定することができる。
　すなわち、所定条件下、角速度（ω）と、携帯者の歩幅／身長データと、が比例するこ
とから携帯者の歩幅を精度良く算出し、それを利用して、携帯者の運動パターンをさらに
精度良く推定することができる。
【００２９】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、携帯者の歩幅と、運動センサによって測定さ
れた歩数データと、から歩行速度を算出し、携帯者の運動パターンをさらに精度良く推定
することができる。
　すなわち、所定条件下、角速度（ω）と、携帯者の歩幅／身長データと、が比例するこ
とから携帯者の歩行速度を精度良く算出し、それを利用して、携帯者の運動パターンをさ
らに精度良く推定することができる。
【００３０】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、携帯者の運動パターンにおける平均消費カロ
リーを算出し、携帯者の健康管理をより効率的に支援することができる。
　なお、かかる平均消費カロリーは、一例として、後述する式（１）から算出することが
できる。
【００３１】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、携帯者が所定重量の荷物を携帯している場合
には、当該荷物の重量を携帯者の体重に加算して、運動パターンにおける平均消費カロリ
ーをより正確に算出することができる。
　すなわち、後述する式（１）において、推定された運動パターンと、それに対応して別
途定められる運動係数等から、携帯者が所定重量の荷物を携帯している場合であっても、
平均消費カロリーを正確に算出することができる。
【００３２】
　また、本発明の健康管理用装置によれば、携帯者の心拍数、心拍間隔、血圧、血流速、
酸素消費量、血糖値及び体温の少なくとも一つを測定するセンサをさらに備えることによ
り、携帯者の健康管理をさらに効率的に支援することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　以下、図面を適宜参照しながら、本発明の健康管理用装置に関する実施形態について、
具体的に説明する。
　まず、図１は、予め作成した［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ］から
なるマッピングデータを示している。横軸に、瞬間歩数（歩数／分）を採って示してあり
、縦軸に、加速度（Ｇ）／角速度（ω）の比率（ｍ／（ｒａｄ・秒））を採って示してあ
る。かかる図１より容易に理解できるように、境界線（Ｌ）との関係及び瞬間歩数との関
係で、携帯者の運動パターンは、例えば、運動強度に対応した６つの領域に分類すること
ができる。
　より具体的には、直線［Ｇ／ω＝－０．０５×（瞬間歩数）＋９］で表される境界線（
Ｌ）の下方であって、瞬間歩数が１００歩数／分未満に位置する領域Ａを、運動強度が最
低レベルの歩行パターン（歩行パターン１）に対応させることができる。また、その隣の
境界線（Ｌ）の下方であって、瞬間歩数が１００～１１０歩数／分未満に位置する領域Ｂ
を、運動強度が比較的低レベルの歩行パターン（歩行パターン２）に対応させることがで
きる。また、その隣の境界線（Ｌ）の下方であって、瞬間歩数が１１０～１２０歩数／分
未満に位置する領域Ｃを、運動強度が比較的中レベルの歩行パターン（歩行パターン３）
に対応させることができる。さらに、その隣の境界線（Ｌ）の下方であって、瞬間歩数が
１２０以上に位置する領域Ｄを、運動強度が中レベルの歩行パターン（歩行パターン４）
に対応させることができる。
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　一方、境界線（Ｌ）の上方であって、瞬間歩数が１６０歩数／分未満に位置する領域Ｅ
を、運動強度が比較的高レベルの走行パターン（走行パターン１）に対応させることがで
きる。さらにその右隣の境界線（Ｌ）の上方であって、瞬間歩数が１６０歩数／分以上に
位置する領域Ｆを、運動強度が高レベルの走行パターン（走行パターン２）に対応させる
ことができる。
　なお、加速度（Ｇ）／角速度（ω）に所定の定数を加減したり、所定の係数を乗じたり
、対数平均等の数値処理を施すことも好ましい。
　さらに、角速度（ω）については、所定の演算処理、例えば一定条件下における加速度
（Ｇ）を積分し、長さを乗じるなどの演算処理を行うことにより、加速度（Ｇ）から算出
することもできる。
【００３４】
　なお、マッピングに表示されている領域Ａ～Ｆは、上述したように、運動強度が異なる
歩行パターン１、２、３、４及び走行パターン１、２に対応しており、それぞれ、さらに
後述する表３（第４次改定「日本人の栄養所要量」）に規定された複数の歩行パターン及
び複数の走行パターンに対応させることができる。
　より具体的には、歩行パターン１を、歩行速度６０ｍ／ｍｉｎの歩行にほぼ対応させる
ことができる。また、歩行パターン２を、歩行速度７０ｍ／ｍｉｎの歩行にほぼ対応させ
ることができる。また、歩行パターン３を、歩行速度８０ｍ／ｍｉｎの歩行にほぼ対応さ
せることができる。また、歩行パターン４を、歩行速度が９０ｍ／ｍｉｎ以上の歩行にほ
ぼ対応させることができる。また、走行パターン１を、軽めのジョギングにほぼ対応させ
ることができる。さらに、走行パターン２を、強めのジョギングにほぼ対応させることが
できる。
【００３５】
　また、図２は、図１に示す［加速度（Ｇ）］及び［角速度（ω）］の測定データを、従
来の分類方法に沿ってマッピングした図である。より具体的には、横軸に携帯者の角速度
（ω）を採って示してあり、縦軸に携帯者の加速度（Ｇ）を採って示してある。
　かかる図２より容易に理解できるように、携帯者の運動パターンを精度良く分類するこ
とが困難な場合がある。すなわち、図１に示す歩行パターン１～４に該当するデータを黒
マル（●）で示し、図１に示す走行パターン１～２に該当するデータを白三角（△）で示
してあるが、黒マル（●）と、白三角（△）とが一部混在している場合がある。
　よって、図２に示すような従来の分類方法と異なり、図１に示すような、［加速度（Ｇ
）／角速度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータと、運動センサによっ
て計測された加速度（Ｇ）及び角速度（ω）、並びに、マイクロプロセッサ等の識別手段
により測定された歩数データと照合することによって、携帯者の運動パターンを精度良く
かつ効率的に推定することができる。
【００３６】
　ここで、表１に、本発明の健康管理用装置を用いた場合の運動パターンの推定結果と、
表２に、従来の健康管理用装置を用いた場合の運動パターンの推定結果との相違を示す。
それぞれ横方向のカラムに、実際に実施した運動パターンとしての歩行及び走行が取って
あり、縦方向のカラムに、健康管理用装置を用いて推定した運動パターンとしての歩行及
び走行が取ってある。
　これらの推定結果を比較すれば明らであるが、本発明に従って、［加速度（Ｇ）／角速
度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータと、運動センサによって計測さ
れた加速度（Ｇ）及び角速度（ω）、並びに、識別手段により測定された歩数データとを
照合することによって、携帯者の運動パターンをより精度良くかつ効率的に推定すること
ができる。それに対して、従来の健康管理用装置を用いた場合には、携帯者の運動パター
ンを誤って推定する場合が多いことが理解できる。
【００３７】
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【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３８】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３９】
　次いで、図３を参照して、携帯者が一定基準（１００歩相当）走行した場合における（
繰り返し数：４７サンプル）、本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数と、従来の
健康管理用装置を用いて算出した歩数との比較結果を説明する。
　すなわち、図３は、横軸に健康管理用装置を用いて算出した歩数が示してあり、縦軸に
、繰り返し数：４７サンプルのうちの頻度が採って示してある。また、斜線の棒グラフが
本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応しており、シロ抜きの棒グラフが従
来の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応している。
　かかる図３に示すように、発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数の方が、測定に
おけるばらつきが小さくなっている。より具体的には、発明の健康管理用装置を用いて算
出した歩数の場合、８０～１１０歩の範囲内の値となっているのに対して、従来の健康管
理用装置を用いて算出した歩数は、６０～１１０歩の範囲内の値となっている。
　したがって、走行動作において、本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数によれ
ば、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数と比較して、精度良く測定されていると
言える。
【００４０】
　次いで、図４を参照して、携帯者が一定基準（１００歩相当）歩行した場合における（
繰り返し数：４７サンプル）、本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数と、従来の
健康管理用装置を用いて算出した歩数との比較結果を説明する。
　すなわち、図４は、横軸に健康管理用装置を用いて算出した歩数が示してあり、縦軸に
、繰り返し数：４７サンプルのうちの頻度が採って示してある。また、斜線の棒グラフが
本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応しており、シロ抜きの棒グラフが従
来の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応している。
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　かかる図４に示すように、発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数の方が、測定に
おけるばらつきが小さくなっているとともに、真値である１００歩の頻度がより高くなっ
ている。より具体的には、発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数の場合、８０～１
２０歩の範囲内の値であって、真値である１００歩の頻度が３３となっている。それに対
して、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数は、３０～１１０歩の範囲内の値であ
って、真値である１００歩の頻度は２８となっている。
　したがって、歩行動作において、本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数によれ
ば、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数と比較して、精度良く測定されていると
言える。
【００４１】
　次いで、図５を参照して、重さ５ｋｇの荷物を携帯した状態で、携帯者が一定基準（１
００歩相当）歩行した場合における（繰り返し数：４７サンプル）、本発明の健康管理用
装置を用いて算出した歩数と、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数との比較結果
を説明する。
　すなわち、図５は、横軸に健康管理用装置を用いて算出した歩数が示してあり、縦軸に
、繰り返し数：４７サンプルのうちの頻度が採って示してある。また、斜線の棒グラフが
本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応しており、シロ抜きの棒グラフが従
来の健康管理用装置を用いて算出した歩数に対応している。
　かかる図５に示すように、発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数の方が、測定に
おけるばらつきが小さくなっているとともに、真値である１００歩の頻度が著しく高くな
っている。より具体的には、発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数の場合、９０～
１１０歩の範囲内の値であって、真値である１００歩の頻度が３３となっている。それに
対して、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数は、０～１１０歩の範囲内の値であ
って、真値である１００歩の頻度は０となっている。
　したがって、荷物を携帯した状態の歩行動作において、本発明の健康管理用装置を用い
て算出した歩数によれば、図５に示すように、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩
数と比較して、著しく精度良く測定されていると言える。
【００４２】
　なお、このように携帯者の行動が制限されるような場合には、複数のマッピングデータ
を備え、身体行動データの照合前に、いずれか一つのマッピングデータを携帯者が予め選
択して、それを利用することが好ましい。
　すなわち、例えば、携帯者が荷物を所有している場合と、荷物を所有していない場合と
に分けて、二つのマッピングデータを予め作成しておき、データ照合に際して、携帯者が
選択したいずれかのマッピングデータを使用することが好ましい。
　また、例えば、携帯者がポケットに手を入れた状態で動作している場合と、携帯者がポ
ケットから手を出した状態で動作している場合とに分けて、二つのマッピングデータを予
め作成しておき、データ照合に際して、携帯者が選択したいずれかのマッピングデータを
使用することが好ましい。
　また、老人におけるリハビリテーションや脳の活性化のために、軽運動が効果的である
ことが認識されてきているが、本発明の健康管理用装置は、かかる軽運動のように微細な
変化であっても検出できるという特徴がある。したがって、携帯者の種類や要求に対応し
て、測定される身体行動データと同期させて、予め作成された［加速度（Ｇ）／角速度（
ω）］及び［歩数データ］からなる複数のマッピングデータを自動選択することにより、
携帯者の運動パターンをさらに精度良く推定することができる。
　さらには、例えば、携帯者の腕振りが大きい場合と、携帯者の腕振りが中程度である場
合と、携帯者の腕振りが小さい場合と、に分けて、三つに対応したマッピングデータを予
め作成しておき、データ照合に際して、携帯者が選択したいずれかのマッピングデータを
使用することも好ましい。
【００４３】
　次いで、図６を参照して、本発明の健康管理用装置を用いて算出した角速度（ω）と、
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歩幅／身長データとの関係を説明する。
　すなわち、図６は、横軸に複数の携帯者（合計測定数：１８サンプル）が一定基準（１
００歩相当）歩行した場合における、本発明の健康管理用装置を用いて算出した角速度（
ω）が示してあり、縦軸に、複数の携帯者における歩幅／身長データ（－）が採って示し
てある。
　この図６から理解されるように、本発明の健康管理用装置を用いて算出した角速度（ω
）が所定範囲、より具体的には、角速度（ω）が約３００～３３００ｒａｄ／秒の範囲で
あれば、複数の携帯者における歩幅／身長データ（－）と比例関係にあることが理解され
る。
　したがって、本発明の健康管理用装置の場合、それを用いて算出した角速度（ω）から
、複数の携帯者における歩幅／身長データ（－）が精度良く算出できると言える。
　なお、このように所定条件下、角速度（ω）と、携帯者の歩幅／身長データと、が比例
することから携帯者の歩幅／身長データを精度良く算出し、それを利用して、携帯者の歩
幅や運動パターンをさらに精度良く推定することができる。したがって、適切に推定され
た運動パターンから、携帯者の運動パターンにおける平均消費カロリーをより精度良く算
出し、結果として、携帯者の健康管理をより効率的に支援することができる。
【００４４】
　次いで、図７及び図８を参照して、本発明の健康管理用装置における携帯型測定機器及
びその構成について具体的に説明する。
　すなわち、図７（ａ）は、腕時計型の携帯型測定機器１００の手首１０７への装着状態
を示す図であり、図７（ｂ）は、腕時計型の携帯型測定機器１００の側面図であり、図８
は、外部計算機（図示せず）に接続するためのアダプタ４への携帯型測定機器１００の装
着方法を説明するための図である。
　したがって、かかる携帯型測定機器１００は、健康管理用装置として、携帯者が違和感
なく装着できるように、図７（ｂ）に示すように、腕時計に似た形態として、その腕巻き
バンド１０３によって、図７（ａ）に示すように、携帯者の手首１０７に装着することが
できる。但し、このような携帯型測定機器を、ペンダント風にアレンジしたり、腰や足に
装着したりする構成であってもよい。
　また、かかる携帯型測定機器１００は、主要構成部品として、運動センサ１１０、表示
装置１１１、外部計算機との通信回路モジュール１０５、電源１１２、操作スイッチ１０
６及び１０９を備えている。
【００４５】
　そして、運動センサ１１０については、表示装置１１１と平行となるように配置するこ
とが好ましい。この理由は、携帯型測定装置１００を腕時計のように、表示面が手首の甲
側又は掌側になるように装着したとし、上体を直立させ肘を自然に曲げ伸ばしするとき、
その回転面は携帯型測定装置１００の表示面すなわち表示装置１１１と平行になるためで
ある。より詳細に言うと、運動パターンを検出する最適な方法としては、加速度について
身体の上下（鉛直）方向の直線運動、即ち（ａ）図に示すＸ方向について測定するためで
ある。また、回転角速度については、身体の上下方向と前後方向の双方を含む平面内の回
転（同図のω方向）、即ち身体の左右方向を向き、かつ水平な回転軸（図示Ｚ軸に平行）
回りの回転運動について測定するためである。すなわち、その最も広い面に平行な回転検
出面をもつ薄型の角速度センサがあれば、それを内部に含む運動センサ１１０を表示装置
１１１と平行に配置することが好ましい。
　また、携帯型測定機器１００から外部計算機への身体行動データの送信手段についても
特に制限されるもので無く、例えば、携帯型測定機器と、外部計算機とをケーブル接続し
たり、携帯電話通信システムを利用して無線接続したりして、データ送信することが好ま
しい。より具体的には、ブルートゥース（ ）規格と呼ば
れる２．４ＧＨｚ周波数帯域での無線通信規格を用いた通信手段を利用することができる
。
　但し、全体構成をより小型化することができることから、図８に示すように、腕時計型
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の携帯型測定機器１００を携帯者がはずして、それを外部計算機に接続するためのアダプ
タ４へ装着することにより、データ送信することも好ましい。このように構成すると、携
帯型測定機器における電源部分を小さくし、適宜充電しながら、測定機能を発揮すること
ができる。
【００４６】
　次いで、図９を参照して、本発明の健康管理用装置としての携帯型測定機器に搭載する
運動センサの一例について説明する。
　すなわち、かかる運動センサ２００は、箱型の気密状態に保持された外部容器２４０と
、外部容器２４０の底部を貫通する多数のハーメチック端部ピン２４１を備えている。各
ピン２４２は運動センサ振動体５０上の電極膜群の個々に対して、例えば、ワイヤボンデ
ィングの手法で電気接続されているが、電極膜やボンディングワイヤは図示を省略してあ
る。また、運動センサ振動体２５０は、１枚の圧電性材料平板から形成されており、加速
度センサ部と、角速度センサ部とが一体化されて形成されている。すなわち、運動センサ
振動体２５０は、総基部２５１の裏側の固定部Ａ２５２（斜線部）と、小面積の固定部Ｂ
２６４（斜線部）の裏面とが容器２４０側の台座（図示せず）上に電気接続されて、強固
に支持されている。
【００４７】
　また、運動センサ２００の角速度センサ部２５０は、いわゆる三脚音叉型の形状をした
部分であり、各々Ｌ字型の外脚Ａ２５３，外脚Ｂ２５５，中脚Ｃ２５４，及び音叉基部２
５６、支点２５７より構成されている。そして、外脚Ａ２５３と、外脚Ｂ２５５とは通常
の二脚音叉と同様にそれぞれが片持ち梁的で対称軸（図示せず）に関して対称的な振動を
行なうように、角速度測定回路に含まれる励振回路（発振回路）によって一定振幅で励振
させられている。
　また、中脚Ｃ２５４は励振されないが、その撓みを検出するための表面電極（図示せず
）を備えている。さらに、固定部と異なるハッチングを付して示した領域２５８Ａ，２５
８Ｂ、２５８Ｃはそれぞれ負荷質量で、固有振動数を下げかつ互いに等しくするために脚
先端部に施した金属の厚メッキ層より構成されている。但し、中脚Ｃ２５４の固有振動数
は、両外脚の固有振動数と適宜差をつけるように構成することがある。
　そして、このような運動センサ２００の角速度センサ部２５０が、図示の方向、即ち紙
面に垂直なＺ軸に平行な回転軸の回りに角速度 (ω )で回転すると、両外側の振動脚には角
速度に比例するコリオリ力が作用する。その方向は脚の長手方向であって、ある瞬間外脚
Ａ２５３に脚先端向きの力が作用すれば、外脚Ｂ２５５には脚の基部に向かう力が作用す
る。したがって、力の方向は脚の振動と同期して正弦的に変化し、周期的に反転する。ま
た、２つの力は両外脚が平行に離れておりかつ負荷質量の偏心方向も外脚軸に対して逆で
あるため、偶力を構成し、音叉基部２５６を揺さぶり、支点２５７の回りに微小な回転振
動を惹起する。このコリオリ力によるモーメントに起因する音叉基部２５６の振動を感知
して、中脚Ｃ２５４はコリオリ力に比例した振幅で振動する。すなわち、中脚Ｃ２５４に
設けた検出電極で抽出された振動電圧が角速度 (ω )の検出信号である。
【００４８】
　一方、運動センサ２００の加速度センサ部２６０は、一対の平行な振動する２本の棒２
６１、２６２と、負荷質量２６５より構成されている。また、バネ部である棒２６１、２
６２、負荷質量２６５、２本の支持バネ２６３（負荷質量２６５を支持しながら図示Ｘ方
向の微小な変位を許すための部材）、固定部２６４（負荷質量２６５が特にＸ方向に大き
く変位しないように支持固定するための部分）より構成されている。そして、各々両端固
定である棒２６１、２６２は、加速度センサ部２６０の対称軸に関して対称な弓型をなす
振動姿態で発振回路に励振させられる。
　その発振周波数は通常一定であるが、負荷質量２６５に図示Ｘ方向の加速度（Ｇ）が作
用すると、その大きさに比例する力で負荷質量２６５は、棒２６１、２６２をその長手方
向に圧縮あるいは引っ張ることになる。したがって、その力の方向と大きさにより発振周
波数が増減し変化する。そこで別途設けた基準周波数と上記発振周波数とを比較し、発振
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周波数の変化の方向と量を知ればＸ軸方向の加速度（Ｇ）を求めることができる。
　すなわち、このような運動センサの最大の利点は薄型であって、かつ腕時計型装置の最
大の面（表示面）に平行に配置して、重要な加速度（Ｇ）及び、角速度 (ω )が検出可能な
ことである。
【００４９】
　なお、このような運動センサ２００を動作させるにあたり、角速度（ω）を検出する動
作を、所定時間あるいは任意期間のみ運動センサを停止させるためのスリープ機能を備え
ることが好ましい。
　すなわち、角速度（ω）に関しては、運動センサにスリープ機能を備えて、例えば、加
速度（Ｇ）が所定値を超えた場合のみ、所定時間停止させたり、複数の加速度（Ｇ）の測
定の合間の任意期間のみ停止させたりすることが好ましい。
　この理由は、角速度（ω）のセンシングを所定時間、停止したり、任意期間、停止した
りすることにより、健康管理用装置の省電力化を有効に図ることができるためである。よ
り具体的には、消費電力が１００倍も大きい角速度（ω）の測定に関しては、加速度（Ｇ
）が所定値を超えた場合や、予め設定した時間滞のみに実施することにより、健康管理用
装置の省電力化を有効に図ることができるためである。
　より具体的には、このようなスリープ機能を備えることにより、制御回路のクロック周
波数が従来の１０ＭＨｚのままであっても、電池寿命 (充電必要時間 )を２日から、１０日
以上に延長できることが判明している。
【００５０】
　次いで、図１０及び図１１を参照して、本発明の健康管理用装置における身体測定デー
タの周期性の判断方法について説明する。
　すなわち、運動センサによって測定される加速度（Ｇ）及び角速度（ω）、あるいはい
ずれか一方の身体測定データをもとにして、識別手段によりそれらを適宜抽出して、所定
の周期性が見られれば、携帯者が歩行状態であるか、走行状態であるかを推定することが
できる。
　より具体的には、図１０及び図１１に示すように、Ｓ１、Ｓ１´で割り込み処理し、次
いで、Ｓ２、Ｓ２´で、運動センサによって角速度（ω）又は加速度（Ｇ）を具体的に測
定する。次いで、Ｓ３、Ｓ３´において、得られた角速度（ω） ある
いはいずれか一方の身体測定データに対して、それぞれアナログフィルタを用いてノイズ
の低減処理を実施する。その際、角速度（ω）については、ローパスフィルタを用いて、
所定高域のノイズの低減処理を実施することがより好ましく、加速度（Ｇ）については、
バンドパスフィルタを用いて、所定範囲域のノイズの低減処理を実施することがより好ま
しい。すなわち、携帯者の加速度（Ｇ）については、所定周波数領域のデータが必要であ
ることから、バンドパスフィルタを用いてノイズの低減処理を実施し、携帯者の角速度（
ω）については所定周波数以下のデータが必要であることから、ローパスフィルタを用い
てノイズの低減処理を実施することにより、運動パターンの周期性をそれぞれ精度良く判
断することができる。
　なお、携帯者が人間である場合、例えば、０．０１～５Ｈｚの低周波帯域に、運動パタ
ーンに対応した角速度（ω）又は加速度（Ｇ）のピークが発生することが判明している。
したがって、識別手段により、この低周波帯域の角速度（ω）又は加速度（Ｇ）のピーク
やゼロクロス点を解析し、適宜抽出することにより、運動パターンの周期性を正確に推定
することができる。
【００５１】
　次いで、Ｓ４、Ｓ４´において、アナログフィルタを用いてノイズの低減処理を実施し
た角速度（ω）又は加速度（Ｇ）の身体測定データを、Ａ／Ｄ変換することが好ましい。
そして、Ａ／Ｄ変換した角速度（ω）又は加速度（Ｇ）に対して、デジタルフィルタを用
いてノイズの低減処理を実施することが好ましい。
　すなわち、特定のアナログフィルタによるノイズの低減処理のほかに、デジタルフィル
タを用いたノイズの低減処理を実施することにより、急峻に所望値のみを取り出すことが

10

20

30

40

50

(13) JP 3984253 B2 2007.10.3

及び加速度（Ｇ）、



できる。
　次いで、Ｓ５、Ｓ５´において、マイナスデータがプラスデータに変わるゼロクロス点
を定める。したがって、定めたゼロクロス点を基準として、ノイズの低減処理が実施され
た角速度（ω）及び加速度（Ｇ）の周期性をそれぞれ明確に定めることができる。
　次いで、角速度（ω）又は加速度（Ｇ）の身体測定データのゼロクロス点間の周期（Ｔ

ω 又はＴｇ ）が所定値以下の場合、身体測定データに所定の周期性があると判断すること
ができる。逆に言えば、ゼロクロス点間の周期（Ｔω 又はＴｇ ）が所定値以下の場合、携
帯者が所定の周期性を有する運動を実施していると言える。
　一方、角速度（ω）又は加速度（Ｇ）の身体測定データのゼロクロス点間の周期（Ｔω

又はＴｇ ）が所定値を超えた場合には、身体測定データに周期性が無いと判断することが
できる。すなわち、所定時間以上において、携帯者が所定の運動パターンを実施していな
いと言える。したがって、その場合には、図１２に示すように、携帯者が静運動の状態、
例えば、デスクワークをしていると判断することができる。
　そして、携帯者が周期性を有する所定の運動パターンを実施していると判断された場合
には、測定される角速度（ω）のゼロクロス点周波数の２倍×基準測定時間（例えば、２
秒）を、基準測定時間における歩数データとしてカウントすることができる。
　なお、運動パターンにおける角速度（ω）及び加速度（Ｇ）のいずれかにおいて周期性
があれば、携帯者が周期性を有する運動パターンを実施していると判断できるが、仮に、
いずれか一方において周期性が観察されない場合であっても、もう一方において周期性が
観察されれば十分である。したがって、例えば、先に角速度（ω）の周期性を測定し、そ
れに周期性があれば、加速度（Ｇ）の周期性を測定することなく携帯者が周期性を有する
運動パターンを実施していると判断することができる。一方、先に角速度（ω）の周期性
を測定し、それに周期性が無くとも、次いで加速度（Ｇ）の周期性を測定して観察された
場合には、携帯者が周期性を有する運動パターンを実施していると判断することができる
。
【００５２】
　次いで、図１２を参照して、本発明の健康管理用装置を用いた運動パターンの認識方法
について説明する。
　すなわち、図１０及び図１１のフローチャートに沿って、運動パターンにおける角速度
（ω）等に周期性があると判断された場合、携帯者の加速度（Ｇ）、角速度（ω）及び歩
数データをそれぞれ加味して、予め作成した［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数
データ］からなるマッピングデータと照合することで、携帯者の運動パターンを推定する
ことができる。
　より具体的には、マッピングデータと照合して、境界線（Ｌ）の上方に位置するか、下
方に位置するかで、携帯者が走行状態か、歩行状態であるかを判断することができる。
　そして、携帯者が走行状態であると判断した場合には、その歩数データを加味して、例
えば、走行パターン１及び走行パターン２のいずれかの状態であるかを判断することがで
きる。
　一方、携帯者が歩行状態であると判断した場合にも、その歩数データを加味して、例え
ば、歩行パターン１～４のいずれかの状態であるかを判断することができる。
【００５３】
　なお、運動パターンを認識するに当って周期性を判断する際に、身体行動データに対し
て、バンドパスフィルタ及びローパスフィルタ、あるいはいずれか一方のフィルタを用い
てノイズの低減処理を実施していることから、従来のフーリエ変換によるノイズの低減処
理と比較して、処理工程を著しく低減できるという特徴がある。
　より具体的には、従来のフーリエ変換によるノイズの低減処理では１００ステップ程度
かかっていた処理工程数を、アナログフィルタによるノイズの低減処理では１／１０程度
に低下させることが可能である。
　また、身体行動データに対して、さらにデジタルフィルタを用いてノイズの低減処理す
ることにより、健康管理用装置の著しい省電力化を図ることができる。
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　すなわち、特定のアナログフィルタによるノイズの低減処理のほかに、デジタルフィル
タを用いてノイズの低減処理を実施することにより、急峻に所望値を取り出すことができ
る。
　一方、従来のフーリエ変換による主周波数抽出処理では、データ処理速度を高めるため
に、制御回路のクロック周波数を大きくしなければならず、具体的に、少なくとも１０Ｍ
Ｈｚ以上としなければならなかった。それに対して、本発明の特定フィルタによるノイズ
の低減処理によれば、データ処理量が著しく少なくて済むため、制御回路のクロック周波
数を小さくする、具体的に２ＭＨｚ以下とすることができる。
　したがって、このようにアナログフィルタによるノイズの低減処理、さらにはデジタル
フィルタを用いたノイズの低減処理を実施することにより、携帯者の運動パターンの周期
性や歩数を精度良く推定することができる一方、省電力化をさらに有効に図ることができ
る。なお、制御回路のクロック周波数を１０ＭＨｚから、２ＭＨｚに低下させた場合、健
康管理用装置の電池寿命 (充電必要時間 )を２日から、１０日以上に延長できることが判明
している。
【００５４】
　最後に、図１３を参照して、本発明の健康管理用装置を用いたシステムについて説明す
る。
　すなわち、図１３は、健康管理用装置の詳細なシステムを示す図である。かかる健康管
理用装置のシステムは、携帯者の身体行動データを測定し、携帯者の身体行動データから
運動パターンを推定するための携帯型測定機器１００と、推定された携帯者の運動パター
ン等と、別途入力された行動別係数や補正係数等から、例えば、平均消費カロリーを算出
するための外部計算機としてのコンピュータ装置８と、から基本的に構成されている。
　そして、携帯型測定機器１００と、コンピュータ装置８と、の間で通信する充電・通信
アダプタ４と、複数の無線ＬＡＮ端末との間でルートを開設してネットワークを構築する
無線ＬＡＮルータ５と、身体の体重を測定するための無線ＬＡＮ体重計６と、身体の体脂
肪や内臓脂肪を測定するための無線ＬＡＮ体脂肪計や無線ＬＡＮ内臓脂肪計７と、が設け
てあり、充電・通信アダプタ４上に装着された携帯型測定機器１００からライン４ｃを介
して受信した運動パターンデータをもとに、消費カロリーに関する演算を行った後に健康
管理に関するデータを示すためのモニタ９と、をさらに含んでいることが好ましい。
　なお、例えば、体重計に載った人を特定するため、本発明の健康管理用装置に、無線タ
グを取り付けるとともに、体脂肪計や内臓脂肪計に組み込まれたタグリーダで、個人識別
情報としてのＩＤを読み取り、体重等のデータと共に、コンピュータ装置へ送信するシス
テムを付加することも好ましい。
　また、携帯型測定機器１００は、携帯者の身体（図示しない）の一部分の加速度を検出
するために、その特定の方向への加速度を検知する加速度センサ１１と、特定の面に平行
な回転の角速度を検知する角速度センサ１２と、それら機械的振動体であるセンサを各々
励振し（駆動信号はＰ１３０及びＰ１４０）、加速度及び角速度あるいはいずれか一方の
検出信号Ｐ１１及びＰ１２を抽出し、検波・増幅等の処理をしてそれぞれ検出値に比例す
る電圧を出力する加速度測定回路１３と、角速度測定回路１４と、を含んでいることが好
ましい。
【００５５】
　ここで、加速度出力Ｐ１３と、角速度出力Ｐ１４は、それぞれ加速度演算回路１５及び
角速度演算回路１６によって所定の演算が施される。この所定の演算とは、信号Ｐ１３、
Ｐ１４の波形に加工を施して信号を変換することであり、例えば、入力波形のピーク値を
抽出する、整流・平滑化を行って平均化する、所定期間に現れる波形のピーク値の分散値
を求める、所定期間の信号を細かくサンプリングしてその分散値を出す、その他の数学的
処理を行なうことや、振動する波形の周期を求めること等を意味する。それらの出力であ
る運動データは、加速度演算出力Ｐ１５及び角速度演算出力Ｐ１６が意味している。
　また、運動判定回路１７は、加速度演算回路１５と、角速度演算回路１６と、さらに制
御回路２６と、から内部信号Ｐ１５、Ｐ１６、Ｐ２６５等を受けて、それに含まれる加速
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度演算出力と角速度演算出力の２種類の情報と、予め何種類かの運動について実験的に求
めておいたそれぞれの数値範囲とを比較し、ある期間内に、携帯者が行った運動の種類と
その強度を判定する。
　これらの情報を含む判定結果信号Ｐ１７は、記憶装置１９に記憶されるとともに表示装
置１８（必要な回路を含む）に送られて、その内容（運動の種類、強度、その評価）等が
予め登録されていた携帯者の個人情報や、栄養摂取データとともに表示され、医療担当者
等を含むデータ管理者による診断や判断を可能にする。また、記憶装置１９に記憶された
内容を含む記憶信号Ｐ１９は、再生回路２０によって必要に応じて再生信号Ｐ２０として
随時再生され、表示装置１８により表示される。
　また、制御回路２６は、携帯型測定機器１００内の各回路に作用し、制御信号Ｐ２６１
、Ｐ６２、Ｐ２６３、Ｐ２６４、Ｐ２６５を発生し、各回路の動作タイミングや各回路間
の連携動作を調整することが好ましい。
【００５６】
　また、運動判定回路１７からの出力は、通信制御回路２７によって、通信ケーブル４ｃ
を介してコンピュータ装置８に設けられた通信制御回路３６に送信される。
　したがって、図２に示すように、コンピュータ装置８は、演算及び制御を行なうＣＰＵ
３１、ＢＩＯＳを記憶するＲＯＭ３２、ハードディスクＨＤ３４からＯＳソフトウエア及
びアプリケーションソフトウエアをブートして書き込むＲＡＭ３３、ＯＳソフトウエア及
びアプリケーションソフトウエアを記憶するとともにソフトウエアからなるカロリー演算
部３４ａと、所定情報を制御表示するための表示制御部３４ｂと、を含むハードディスク
ＨＤ３４、携帯型測定機器１００に表示データを描画してモニタ９に表示する表示制御回
路３５、ＣＯＭポート及びＵＳＢポートとの間でシリアル通信を制御する通信制御回路３
６、キー操作によりキーコードを入力するキーボード３７、画面上に表示されたカーソル
位置を移動するとともにクリック情報を入力するマウス３８、無線ＬＡＮルータ５との間
で無線ＬＡＮ通信を行なう無線ＬＡＮ制御回路３９から構成されていることが好ましい。
　なお、携帯型測定機器１００には、図示しないものの、携帯者の身体における所定部分
の少なくとも一つの方向の加速度（Ｇ）及び角速度（ω）以外の測定装置として、携帯者
の身体的データとしての心拍数（脈拍）、心拍間隔、血圧、血流速、酸素消費量、血糖値
及び体温の少なくとも一つを測定するセンサを別途備えることが好ましい。
　すなわち、携帯者の運動パターンにおける加速度（Ｇ）、角速度（ω）及び歩数データ
以外の身体行動データを、専用センサを備えて測定して加味することにより、携帯者の運
動パターンの推定もより精度良くなるとともに、健康管理をさらに効率的に支援すること
ができる。
【００５７】
　そして、測定された加速度（Ｇ）や、角速度（ω）のデータは様々に加工され、運動パ
ターンの識別や、消費エネルギの算出に用いることができる。その場合、加速度（Ｇ）や
、角速度（ω）の運動データをコンピュータ装置８に転送し、かかるコンピュータ装置８
が演算して、それを視覚化するとともに、所定の記録をすることが好ましい。
　すなわち、従来の広範な研究データにより、例えば、表３に示すような２０～２９歳の
男性を基準として、種々の行動の形態毎に単位体重（ｋｇ）当たりの消費エネルギが「行
動別係数」として与えられており、それを利用することができる（日本体育協会スポーツ
科学委員会による。）
　また、年齢や性別の異なる被験者（使用者）については、表４に示すような消費エネル
ギに関する補正係数が与えられており、それを利用することができる（第４次改定「日本
人の栄養所要量」による。）
　さらに、携帯者の運動パターンは、加速度（Ｇ）又は角速度（ω）の大きさを示す量に
よって、運動強度に対応して何段階かに分けることもできる。さらに、歩行状態や、走行
状態であると判断された場合には、データの周期性から歩数や歩幅等をカウントすること
も容易にできる。
　したがって、携帯者が行っていると推定される運動パターンや運動の種類が決まれば、
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このような外部機関によって得られた基礎データに基づいて、行動パターンにおける短時
間の平均消費エネルギ（基礎代謝エネルギを含む）について、下記式（１）より計算する
ことができる。
　平均消費エネルギ＝行動別係数［ kcal/kg/分］×体重［ kg］×時間［分］×補正係数　
（１）
【００５８】
　なお、長時間の消費エネルギについては、時間的に変化する短時間の消費エネルギを積
分することにより算出することができる。あるいは、運動センサを常時ではなく間欠的に
動作させ、動作中のデータより識別された運動パターンの種類及び強度が、例えば数分～
１０数分である間欠動作の間隔期間中に持続するものと推定し、それより計算した消費エ
ネルギを積算してもよい。
　さらに、携帯者が所定重量の荷物を携帯している場合には、当該荷物の重量を携帯者の
体重に加算して、運動パターンにおける平均消費カロリーをより正確に算出することがで
きる。
　すなわち、例えば、５ｋｇの荷物を携帯している場合には、前述した式（１）において
、当該荷物の重量を携帯者の体重に加算して、運動パターンにおける平均消費カロリーを
正確に算出することができる。
【００５９】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６０】
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【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明の健康管理用装置によれば、測定された身体行動データと、予め作成した［加速
度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータとを照合するこ
とによって、携帯者の運動パターンを精度良くかつ効率的に推定することができるように
なった。
　したがって、携帯者の運動パターンの周期性や歩数を精度良く推定することができる一
方、制御回路のクロック周波数を低下することが可能となるため、省電力化をさらに有効
に図ることができ、例えば、健康管理用装置の電池寿命を１０日以上に延長できるように
なった。
　一方、本発明の健康管理用装置によれば、別途入力された身長データを加味することに
より、携帯者の運動パターンの歩幅を算出することができるようになった。したがって、
携帯者の運動パターンの推定に役立てることができるとともに、携帯者の健康管理をさら
に効率的に支援することができるようになった。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】［加速度（Ｇ）／角速度（ω）］及び［歩数データ］からなるマッピングデータ
を説明するために供する図である。
【図２】従来の分類方法からなるマッピングデータを説明するために供する図である。
【図３】走行動作における本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数と、従来の健康
管理用装置を用いて算出した歩数とを比較した図である。
【図４】歩行動作における本発明の健康管理用装置を用いて算出した歩数と、従来の健康
管理用装置を用いて算出した歩数とを比較した図である。
【図５】荷物を携帯した状態での歩行動作における本発明の健康管理用装置を用いて算出
した歩数と、従来の健康管理用装置を用いて算出した歩数とを比較した図である。
【図６】本発明の健康管理用装置を用いて算出した角速度（ω）と、歩幅／身長データと
の関係を説明するための図である。
【図７】（ａ）は、腕時計型の携帯型測定機器の手首への装着状態を示す図であり、（ｂ
）は、腕時計型の携帯型測定機器の側面図である。
【図８】外部計算機へ接続するためのアダプタへの携帯型測定機器の装着方法を説明する
ための図である。
【図９】携帯型測定機器に搭載する運動センサを説明するために供する図である。
【図１０】携帯型測定機器における角速度（ω）の測定による周期性の判断方法を説明す
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るためのフローチャートである。
【図１１】携帯型測定機器における加速度（Ｇ）の測定による周期性の判断方法を説明す
るためのフローチャートである。
【図１２】本発明の健康管理用装置を用いた運動パターンの認識するためのアルゴリズム
である。
【図１３】本発明の健康管理用装置を用いたシステムを説明するための図である。
【符号の説明】
【００６３】
　４：充電・通信アダプタ
　６：無線ＬＡＮ体重計
　７：無線ＬＡＮ体脂肪計・内臓脂肪計
　８：外部計算機（コンピュータ装置）
　９：モニタ
　１００：携帯型測定機器 (健康管理用装置 )
　２００：運動センサ
　２５０：角速度センサ部
　２６０：加速度センサ部
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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